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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 187,447 198,702 260,424

経常利益 （百万円） 2,024 1,685 3,944

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,051 881 2,008

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,820 1,795 5,238

純資産額 （百万円） 39,846 43,539 42,469

総資産額 （百万円） 116,281 121,084 110,635

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 40.23 33.71 76.85

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.5 31.7 34.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,553 5,711 5,999

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △77 △68 △162

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △717 △4,411 △5,382

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 22,303 22,087 18,976

 

回次
第67期
第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 17.83 23.51

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　　　　　ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日～平成26年12月31日)におけるわが国の経済は、設備投資の増加や

雇用環境の改善により緩やかな回復基調が続いたものの、消費増税の影響による個人消費の回復遅れや円安進行に

伴う原材料価格の上昇などにより、先行きの不透明な状況が続きました。

　当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、デジタルカメラはマイナス成長が継続しました

が、スマートフォンの需要拡大が続き、車載や産業機器向け、ゲーム機向け製品も増加しました。半導体もDRAMや

アナログICで高水準の出荷が続き、半導体製造装置でも大手半導体メーカーの設備投資再開により需要が増加しま

した。

　こうした状況の下、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、前年同期比6.0％増の198,702

百万円となりました。利益面につきましては、売上の増加に加えて、円安効果による売上総利益の押し上げもあ

り、営業利益は前年同期比13.6％増の2,452百万円となりました。一方、経常利益につきましては、急激な為替相場

の変動に伴い924百万円の為替差損を営業外費用に計上したため、前年同期比16.8％減の1,685百万円、四半期純利

益は、前年同期比16.2％減の881百万円となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（デバイス事業）

　デバイス事業は、PCやデジタルカメラ向けの半導体および電子部品の売上が減少した一方で、通信モジュール

やOA機器、産業機器、ゲーム機向けの半導体の売上が増加しました。その結果、売上高は前年同期比5.8％増の

173,439百万円、セグメント利益は前年同期比0.3％増の1,907百万円となりました。

（システム事業）

　システム事業は、医用機器やレーザ機器の売上が減少した一方で、設備投資の回復により試験計測機器の需要

が増加し、また科学機器も薄膜製造装置の売上が増加しました。その結果、売上高は前年同期比7.7％増の25,263

百万円、セグメント利益は前年同期比106.9％増の551百万円となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、22,087百万円とな

り、前年同期と比較して215百万円の減少となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は5,711百万円（前年同期は4,553百万円の収入）となりました。これは、主にた

な卸資産の増加が6,203百万円あった一方で、仕入債務の増加が11,457百万円あったこと等によるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は68百万円（前年同期は77百万円の支出）となりました。これは、主に定期預金

の払戻による収入が178百万円あった一方で、定期預金の預入による支出が150百万円、有形固定資産の取得によ

る支出が93百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は4,411百万円（前年同期は717百万円の支出）となりました。これは、主に短期

借入金の純増加額が1,254百万円あった一方で、長期借入金の返済による支出が5,033百万円、配当金の支払額が

512百万円、少数株主への配当金の支払額が102百万円あったこと等によるものであります。

EDINET提出書類

丸文株式会社(E02864)

四半期報告書

 3/19



 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,051,200 28,051,200
東京証券取引所

市場第一部

 単元株式数

 100株

計 28,051,200 28,051,200 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 28,051,200 － 6,214 － 6,351

 

（6）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,915,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,110,700 261,107 －

単元未満株式 普通株式    25,100 － －

発行済株式総数 28,051,200 － －

総株主の議決権 － 261,107 －

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸文株式会社
東京都中央区日本橋

大伝馬町８－１
1,915,400 － 1,915,400 6.83

計 － 1,915,400 － 1,915,400 6.83

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から

平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,151 22,236

受取手形及び売掛金 60,944 ※３ 61,209

商品及び製品 16,860 23,059

仕掛品 70 195

繰延税金資産 1,070 1,040

その他 1,430 1,736

貸倒引当金 △17 △16

流動資産合計 99,510 109,460

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,125 4,149

減価償却累計額 △2,782 △2,847

建物及び構築物（純額） 1,343 1,301

機械装置及び運搬具 26 26

減価償却累計額 △18 △20

機械装置及び運搬具（純額） 8 6

工具、器具及び備品 2,053 2,050

減価償却累計額 △1,705 △1,726

工具、器具及び備品（純額） 348 323

土地 2,510 2,517

リース資産 79 118

減価償却累計額 △24 △40

リース資産（純額） 54 77

建設仮勘定 12 1

有形固定資産合計 4,277 4,227

無形固定資産   

のれん 2 0

その他 399 462

無形固定資産合計 402 463

投資その他の資産   

投資有価証券 2,171 2,742

長期貸付金 3 2

繰延税金資産 990 750

投資不動産 3,019 2,974

減価償却累計額 △2,068 △2,079

投資不動産（純額） 950 894

退職給付に係る資産 48 41

その他 2,281 2,501

投資その他の資産合計 6,445 6,933

固定資産合計 11,124 11,624

資産合計 110,635 121,084
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 39,910 ※３ 51,657

短期借入金 7,100 9,839

1年内返済予定の長期借入金 15,043 10,015

未払法人税等 504 －

賞与引当金 789 438

資産除去債務 5 －

その他 1,762 2,430

流動負債合計 65,114 74,382

固定負債   

長期借入金 1,013 1,008

退職給付に係る負債 1,330 1,387

役員退職慰労引当金 225 260

資産除去債務 114 132

その他 366 320

固定負債合計 3,050 3,109

負債合計 68,165 77,491

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,214 6,214

資本剰余金 6,353 6,353

利益剰余金 25,713 26,026

自己株式 △1,630 △1,630

株主資本合計 36,652 36,964

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 490 847

繰延ヘッジ損益 13 44

為替換算調整勘定 246 532

退職給付に係る調整累計額 204 51

その他の包括利益累計額合計 955 1,476

少数株主持分 4,862 5,153

純資産合計 42,469 43,593

負債純資産合計 110,635 121,084
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 187,447 198,702

売上原価 174,364 185,348

売上総利益 13,083 13,354

販売費及び一般管理費 10,925 10,902

営業利益 2,158 2,452

営業外収益   

受取利息 9 6

受取配当金 29 38

持分法による投資利益 178 212

投資不動産賃貸料 117 91

雑収入 188 187

営業外収益合計 523 535

営業外費用   

支払利息 211 168

売上割引 89 104

為替差損 245 924

投資不動産賃貸費用 70 74

雑損失 40 31

営業外費用合計 657 1,303

経常利益 2,024 1,685

特別利益   

固定資産売却益 0 －

投資不動産売却益 10 5

負ののれん発生益 1 －

特別利益合計 11 5

特別損失   

固定資産除売却損 20 5

投資有価証券評価損 29 －

段階取得に係る差損 17 －

その他 0 －

特別損失合計 67 5

税金等調整前四半期純利益 1,969 1,685

法人税等 667 585

少数株主損益調整前四半期純利益 1,301 1,100

少数株主利益 249 219

四半期純利益 1,051 881
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,301 1,100

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 329 357

繰延ヘッジ損益 39 32

為替換算調整勘定 1,144 459

退職給付に係る調整額 － △153

持分法適用会社に対する持分相当額 5 △0

その他の包括利益合計 1,518 694

四半期包括利益 2,820 1,795

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,103 1,402

少数株主に係る四半期包括利益 716 392
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,969 1,685

減価償却費 299 266

貸倒引当金の増減額（△は減少） △22 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △393 △351

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △26 35

退職給付引当金の増減額（△は減少） 87 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △200

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △56

受取利息及び受取配当金 △38 △44

支払利息 211 168

為替差損益（△は益） △737 △184

持分法による投資損益（△は益） △178 △212

投資不動産賃貸料 △117 △91

投資不動産賃貸費用 70 74

投資不動産売却損益（△は益） △10 △5

投資有価証券評価損益（△は益） 29 －

固定資産除売却損益（△は益） 20 5

負ののれん発生益 △1 －

段階取得に係る差損益（△は益） 17 －

売上債権の増減額（△は増加） △8,693 114

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,977 △6,203

仕入債務の増減額（△は減少） 8,030 11,457

その他 △383 267

小計 5,108 6,722

利息及び配当金の受取額 63 89

利息の支払額 △217 △167

法人税等の支払額 △575 △935

法人税等の還付額 174 3

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,553 5,711

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △168 △150

定期預金の払戻による収入 239 178

有形固定資産の取得による支出 △124 △93

有形固定資産の売却による収入 0 0

無形固定資産の取得による支出 △118 △34

投資有価証券の取得による支出 △17 △18

投資不動産の売却による収入 33 23

投資不動産の賃貸による収入 115 90

投資不動産の賃貸による支出 △47 △47

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
46 －

その他 △37 △17

投資活動によるキャッシュ・フロー △77 △68
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  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △78 1,254

長期借入金の返済による支出 △87 △5,033

社債の償還による支出 △21 －

配当金の支払額 △389 △512

少数株主への配当金の支払額 △129 △102

その他 △10 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー △717 △4,411

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,133 1,879

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,892 3,111

現金及び現金同等物の期首残高 17,410 18,976

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 22,303 ※ 22,087
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更しております。また、割引率の決定方法を割引率決定

の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から、退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が16百万円減少、退職給付に係る負債が54百

万円増加、利益剰余金が45百万円減少しております。また、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

　連結会社以外の会社及び従業員の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

従業員 7百万円 従業員 7百万円

株式会社池田医療電機 248 株式会社池田医療電機 21

計 255 計 28

 

　２　手形信託契約に基づく遡及義務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

手形信託契約に基づく遡及義務 186百万円 －百万円

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 199百万円

支払手形 － 368

 

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

現金及び預金勘定 22,412百万円 22,236百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △109 △149

現金及び現金同等物 22,303 22,087

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 235 9  平成25年３月31日  平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年10月31日

取締役会
普通株式 156 6  平成25年９月30日  平成25年12月６日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 339 13  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 182 7  平成26年９月30日  平成26年12月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
デバイス
事業

システム
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 163,988 23,459 187,447 － 187,447

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 11 11 △11 －

計 163,988 23,470 187,459 △11 187,447

セグメント利益 1,901 266 2,168 △9 2,158

（注）１．セグメント利益の調整額△9百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△7百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に係る費用でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
デバイス
事業

システム
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 173,439 25,263 198,702 － 198,702

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 101 101 △101 －

計 173,439 25,364 198,804 △101 198,702

セグメント利益 1,907 551 2,459 △7 2,452

（注）１．セグメント利益の調整額△7百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△7百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に係る費用でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 40円23銭 33円71銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,051 881

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,051 881

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,136 26,135

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成26年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ） 配当金の総額 ……………………………………… 182百万円

（ロ） １株当たりの金額 ………………………………… ７円00銭

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日 ………… 平成26年12月４日

（注） 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月10日

丸文株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 海野　隆善　　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　浩一郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸文株式会社の

平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　会社の平成26年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成26年２月７日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して平成26年６月27日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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